
令和 年 月 日提出 令和 7 年 月 日提出

令和 年 月分から 月分まで 令和 年 月分から 月分まで

人 人

〒 〒

人 人

課 係 課 係

） ）

） ）

（変更前） （変更後） （変更前） （変更後）

□ 個人番号又は法人番号を記入しましたか。
□ 給与支払者の氏名又を名称を記入しましたか。

人 □ 所在地を記入しましたか。 人

□ 連絡者の氏名等を記入しましたか。
人 □ 送付先が所在地と異なる場合、 人

送付先（変更後）の欄に送付先を記入しましたか。
人 □ 受給者総人員の人数は 人

報告人員の合計の人数以上ですか。
人 □ 普通徴収対象者（退職者）の人数は 人

普通徴収申請書のＡ欄の人数と一致しますか。
人 □ 報告人員の合計の人数から特別徴収対象者の人数を 人

引いた数は普通徴収申請書合計人数と一致しますか。
人 □ 添付する個人別明細書の数は、 人

報告人員の合計の人数と一致しますか。
人 □ 個人別明細書は、特別徴収→普通徴収の順に並んでいますか。 人

□ 普通徴収とする人の個人別明細書の摘要欄に
〇 普通徴収申請書の略号の記載はありますか。 〇

〇 〇

〇 〇

指 定 番 号 指 定 番 号

1 31

給 与 の 支 払 期 間 給 与 の 支 払 期 間 6 1 12

給 与 支 払 者 の
個人番号又は法人番 号

給 与 支 払 者 の
個人番号又は法人番 号 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

フ リ ガ ナ フ リ ガ ナ ・・・・ショウカイ

特別徴収対象者 特別徴収対象者 3 
フ リ ガ ナ フ リ ガ ナ ■■ケン□□市〇〇　　０チョウメ０バン０ゴウ　メゾン□□０００ゴウシツ

000-0000
普通徴収対象者
（退職者を除く）

普通徴収対象者
（退職者を除く） 1 

税務署 税務署

経理 給与

（電話 （電話 000-000-0000

（電話 （電話 000-000-0000

■■県〇〇市▲▲　０丁目０番０号
〇〇ビル　０階
・・・・商会　事業本部　経理課

普通徴収申請書（福岡県内市町村用） 普通徴収申請書（福岡県内市町村用）

略号 理 由 人数 略号 理 由 人数

給与支払報告書(総括表) 給与支払報告書(総括表)
00000000000

事 業 種 目 事 業 種 目
給与支払者の
氏名又は名称

給与支払者の
氏名又は名称 株式会社　・・・・商会

受 給 者
総 人 員

人
受 給 者
総 人 員

10 人
所得税の源泉徴収
を し て い る 事 務 所
又 は 事 業 の 名 称

所得税の源泉徴収
を し て い る 事 務 所
又 は 事 業 の 名 称

〇〇営業所

報

告

人

員

報

告

人

員

普通徴収対象者
（退職者）

人
普通徴収対象者

（退職者） 1 人

同上の所在地 同上の所在地
■■県〇〇市□□　０丁目０番０号　メゾン□□０００号室

報告人員の合計 人 報告人員の合計 5 人

給 与 支 払 者 が
法人で ある場合
の代表者の氏名

給 与 支 払 者 が
法人で ある場合
の代表者の氏名

代表取締役　▲▲　▲▲所 轄
税 務 署 名

所 轄
税 務 署 名

筑紫

連絡者の氏名、
所 属 課 、 係 名
及 び 電 話 番 号

給与の支払方法
及　び　そ　の　期　日

連絡者の氏名、
所 属 課 、 係 名
及 び 電 話 番 号

給与の支払方法
及　び　そ　の　期　日

氏名 氏名 △△　△△

関与税理士等の氏名
及 び 電 話 番 号

氏名
納入書の送付 必要・不要 関与税理士等の氏名

及 び 電 話 番 号

氏名 〇〇税理士事務所　税理士　●●　●●
納入書の送付 必要・不要

送 付 先 送 付 先

以下の理由により特別徴収できないため、普通徴収とし
て申請します。 提出前に確認をお願いします。

以下の理由により特別徴収できないため、普通徴収とし
て申請します。

A 退職者又は退職予定者（５月末まで） A 退職者又は退職予定者（５月末まで） 1

B 給与の支払いがない月がある者
(例)役員報酬など年数回しか給与の支払いがない者、シフト制の従業員 B 給与の支払いがない月がある者

(例)役員報酬など年数回しか給与の支払いがない者、シフト制の従業員 1

C 年間の給与の支払金額が９３０，０００円以下の者 C 年間の給与の支払金額が９３０，０００円以下の者

D 他の事業主から特別徴収されている者 D 他の事業主から特別徴収されている者

E 事業専従者（事業主が個人の場合のみ該当） E 事業専従者（事業主が個人の場合のみ該当）

F 給与受給者総数が２人以下
※全従業員数からＡ～Ｅの該当者を除く人数 F 給与受給者総数が２人以下

※全従業員数からＡ～Ｅの該当者を除く人数

普通徴収申請書　合計人数 普通徴収申請書　合計人数 2

普通徴収を申請する従業員の個人別明細書の摘要欄に、上記略号
A～Fを記載してください。

普通徴収を申請する従業員の個人別明細書の摘要欄に、上記略号
A～Fを記載してください。

「納入書の送付」について　！注意！この申請書に記載があり、かつ、個人別明細書の摘要欄にも各号
記載がある場合に、普通徴取になります。

この申請書に記載があり、かつ、個人別明細書の摘要欄にも各号
記載がある場合に、普通徴取になります。

こちらは納入書の送付の必要・不要を確認する欄です。税額通知等の
電子化とは関係ありません。ご注意ください。
私製納入書や共通納税(電子納付）を利用する場合など市が作成した
納入書を使用しないときに、「不要」に〇を付けてください。
記入が漏れた場合、納入書が送付されないことがあります。

普通徴収を申請された場合でも、要件に該当しないときは、特別
徴収になります。

普通徴収を申請された場合でも、要件に該当しないときは、特別
徴収になります。

キ
　
リ
　
ト
　
リ

記入例

記入不要です

記入不要です

個人の場合は
記入不要です

記入不要です

次の場合は記入が必要です。
・春日市に初めて提出する場合で、
　送付先が所在地と異なる場合
・春日市に届け出ている送付先を
　変更する場合

給与の支払事務をする事務所名等を記入します
本社(店)が支払事務をするときは、記入不要です

Ａ４判で印刷し、キリトリ線で切って使用してください。Ａ５判での提出にご協力お願いします。

個人の場合は、「－ －商店　××　×× 」など
屋号と氏名あるいは氏名のみを記入します


